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平成１8年７月期    個別中間財務諸表の概要 平成18年３月15日 

上 場 会 社 名 株式会社モスインスティテュート   上場取引所（所属部）大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コ ー ド 番 号 ２３１６ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.moss.co.jp） 

代  表  者  役職名 代表取締役社長   氏名 林  一郎 

問合せ先     経 営 管 理 部   ＴＥＬ (03)5623－7231 

決算取締役会開催日 平成１７年３月 15日 中間配当制度の有無   有  

中間配当支払開始日 平成 - 年 - 月 - 日                    単元株制度採用の有無   無  

 

１ 18年1月中間期の業績(平成１７年８月１日～平成１８年１月３１日) 

(1)経営成績                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

18年1月中間期 

17年1月中間期 

百万円   ％ 

217     △1.8  

      221     △55.4  

百万円   ％ 

     △236         ―  

△779         ―  

百万円   ％ 

△237         ―  

△995         ―  

17年7月期   515     △21.9   △1,146         ―   △1,438         ―  
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

18年1月中間期 

17年1月中間期 

百万円   ％ 

△286         ―  

△1,502         ―  

円   銭 

△38   75    

     △45,603   71    

 

18年7月期 △2,246             △593     96    
(注) ①期中平均株式数 18年1月中間期 7,400,240株   17年1月中間期 32,951株   17年7月期    3,781,975株 

②会計処理の方法の変更    無 
③売上高，営業利益，経常利益，中間（当期）純利益におけるパーセント表示は，対前年中間期増減率 

 

 (2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

18年1月中間期 

17年1月中間期 

円  銭 

―  ― 

―  ― 

円  銭 

      ―    ― 

      ―    ― 

17年7月期   ―    ― ―    ― 

 

 

 (3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18年1月中間期 

17年1月中間期 

百万円 

  1,243 

  1,871 

百万円 

    867 

    131 

％ 

    69.7 

    7.0 

円   銭 

117      12 

 3,314   60 

17年7月期 2,195     1,151          52.5 155      67 

(注)①期末発行済株式数 18年1月中間期 7,402,771株  17年1月中間期 39,540株  17年7月期 7,399,571株 
②期末自己株式数  18年1月中間期     122株  17年1月中間期     1株  17年7月期     122株 

 

２ 18年7月期の業績予想(平成17年8月1日～平成18年7月31日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

517 

百万円 

△322 

百万円 

△326 

円  銭 

0     0 

円  銭 

0    0 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △44 円 05 銭 

 
注）   上記に記載した数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不特定な要素を含んでおりま

す。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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１. 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成17年１月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年１月31日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年７月31日現在) 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金  965,997  492,072  1,273,802  

２ 受取手形  ―  ―  4,002  

３ 売掛金  163,916  227,112  228,361  

４ たな卸資産  5,399  32,042  22,301  

５ 短期貸付金  350,000  9,500  ―  

６ その他 ※３ 71,719  22,759  162,565  

  貸倒引当金  △115,117  △115,117  △115,117  

流動資産合計  1,441,917 77.1 668,369 53.7 1,575,915 71.8 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１ 20,426 1.1 ―  17,818 0.8 

２ 無形固定資産        

(1) ソフトウェア  229,321  56,626  191,410  

(2) 電話加入券  226  226  226  

無形固定資産合計  229,547 12.3 56,853 4.6 191,637 8.7 

３ 投資その他の資産 ※２       

(1) 投資有価証券  100,000  120,000  ―  

(2) 関係会社株式  ―  391,736  360,200  

(2) その他  79,182  6,834  49,502  

投資その他の資産合計  179,182 9.5 518,570 41.7 409,702 18.7 

固定資産合計  429,156 22.9 575,423 46.3 619,158 28.2 

資産合計  1,871,073 100.0 1,243,792 100.0 2,195,074 100.0 
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(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成17年１月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年１月31日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年７月31日現在) 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金  45,166  47,541  113,259  

２ １年内返済予定長期借入金 ※２ 86,608  32,000  84,000  

３ １年内償還社債  102,000  146,000  102,000  

４ 未払金  159,210  95,593  130,942  

５ 未払法人税等  2,935  4,913  9,400  

６ 前受金  52,522  42,560  34,653  

７ その他  46,796  7,655  422,326  

流動負債合計  495,240 26.5 376,264 30.3 896,582 40.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債  146,000  ―  95,000  

２ 転換社債  1,000,000  ―  ―  

３ 長期借入金 ※２ 40,478  ―  15,000  

４ 繰延税金負債  ―  467  623  

５ その他  58,299  ―  35,993  

固定負債合計  1,244,777 66.5 467 0.0 146,616 6.7 

負債合計  1,740,017 93.0 376,731 30.3 1,043,199 47.5 

(資本の部)       

Ⅰ 資本金  1,260,047 67.3 2,144,372 172.4 2,143,372 97.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  1,200,502  2,082,678  2,081,678  

資本剰余金合計  1,200,500 64.2 2,082,678 167.5 2,081,678 94.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  1,227  1,227  1,227  

２ 任意積立金  1,831  915  1,373  

３ 中間（当期）未処理損失  2,332,230  3,361,806  3,075,450  

利益剰余金合計  △2,329,171 △124.5 3,359,662 △270.1 △3,072,848 △140.0 

Ⅴ 自己株式  △322 0.0 △326 0.0 △326 0.0 

資本合計  131,056 7.0 867,060 69.7 1,151,874 52.5 

負債及び資本合計  1,871,073 100.0 1,243,792 100.0 2,195,074 100.0 
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② 中間損益計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

当中間会計期間 

( 自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日 ) 

 

前事業年度 
要約損益計算書 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日 ) 

 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   221,387 100.0  217,840 100.0  515,201 100.0 

Ⅱ 売上原価   666,120 300.9  292,306 134.2  1,108,852 215.2 

   売上総損失   444,733 △200.9  74,465 △34.2  593,651 △115.2 

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

  335,205 151.4  162,159 74.4  552,629 107.3 

営業損失   779,938 △352.3  236,625 △108.6  1,146,280 △222.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  9,240 4.2  1,845 0.9  26,587 5.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  224,354 101.3  2,563 1.2  318,719 61.9 

   経常損失   995,052 △449.5  237,343 △109.0  1,438,412 △279.2 

Ⅵ 特別損失 ※３  506,814 228.9  49,090 22.5  806,814 156.6 

   税引前中間（当期） 
純損失 

  1,501,867 △678.4  286,434 △131.5  2,245,227 △435.8 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 1,135   535   1,609   

   法人税等調整額  △315 820 △0.4 △155 379 0.2 △470 1,138 △0.2 

   中間（当期）純損失   1,502,687 △678.8  286,813 △131.7  2,246,365 △436.0 

   前期繰越損失   829,542   3,074,992   829,084  

   中間（当期）未処理 
損失 

  2,332,230   3,361,806   3,075,450  
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

 

前中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

当中間会計期間 

( 自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日 ) 

 

前事業年度 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日 ) 

 
当社は、当中間会計期間において

779,938千円の大幅な営業損失を計上し、

当連結会計年度末においても２期連続の

営業損失を計上となる見通しでありま

す。また営業キャッシュ・フローも、当

中間会計期間末において、３期連続でマ

イナスとなっております。当該状況によ

り継続企業の前提に関する重要な疑義が

生じております。 

中間財務諸表提出会社である当社は、

当該状況を大幅に改善すべく、以下の改

善策を実施してまいります。 

１．経営計画における施策 

（1）ＥＤＣサービスの拡販 

当社が提供するＥＤＣにつきまして

は、今後の医薬品の臨床試験に多大なメ

リットを提供する高付加価値のサービス

であると自認しております。導入いただ

きました試験が順次無事に進行し、高い

評価を頂くとともに多大なノウハウが蓄

積されております。今後は、営業体制を

見直すとともにノウハウを活かした受注

活動を積極的に展開し、受注に繋げて売

上高の拡大を図ります。 

（2）受注の改善 

ＥＤＣ以外の事業分野におきまして

も、製薬会社のニーズの把握に努めると

ともに、サービスメニューを拡充し、受

注額の拡大を目指します。 

特に、当社の事業とシナジー効果を生

むようなアライアンス、投資戦略を実行

することにより、当社の得意分野と提携

先のノウハウを活かした顧客ニーズに合

致したサービスを提供し、収益力の向上

に全力をあげて取り組んでまいります。 

２．資金繰り 

 当社は、営業キャッシュ・フローがマ

イナスとなっているため、資金繰りは赤

字であります。そこでこれを補うために、

平成16年８月23日及び平成17年１月21日

にそれぞれに転換社債型新株予約権付社

債を発行し、総額2,000百万円を調達いた

しました。以上により、当面の必要資金

は目処がついております。 

 財務諸表は、継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には、反映しておりま

せん。 

当社は、当中間連結会計期間におい

ても前連結会計年度に引き続き、

236,625千円の営業損失を計上し、営業

活動によるキャッシュ・フローの面に

おいてもマイナスとなり、継続的に営

業損失、営業活動によるキャッシュ・

フローのマイナスが続いております。

これにより、当社グループは継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

当社は、当該状況を解消すべく、前

期(平成17年7月期)においてシステム

費用に関する業務委託料削減のための

委託先の見直し、不採算事業からの撤

退、コアシステム以外のシステム除却

を実施いたしました。当中間連結会計

期間においては経費削減策により大幅

な経費削減を達成いたしましたが、未

だその効果は途上であり、当連結会計

年度末にはより一層の経費削減となる

見通しであります。その他当中間連結

会計期間におきまして、本社を移転す

ることによる事務所家賃の減額、また

システム費用を含む外注費についても

見直しを行い外注費の削減を見込んで

いる他、今後も引き続き組織の効率化

と固定費の削減を推進し、経費のコス

トダウンを図ります。 

また、当社が提供するEDCにつきまし

ては、今後の医薬品の臨床試験に多大

なメリットを提供する高付加価値のサ

ービスであると自認しております。導

入いただきました試験が順次無事に進

行し、高い評価を頂くとともに多大な

ノウハウが蓄積されております。当社

独自開発システムであるCLASSYの受注

も徐々にではありますがぞうか、また

CLASSYをベースとした新しいWEB技術

を活用した症例登録業務、さらにはそ

れに付随する薬剤割付業務も拡大し、

受注状況も改善してまいりました。 

今後も営業体制を見直し、自社での

直販はもとより、関連するCROやSMOと

の業務提携により、着実に実績を積上

げて信頼回復に努め、受注に繋げて売

上高の拡大を図ります。 

EDC以外の事業分野におきましても

製薬会社のニーズの把握に努めるとと

もに、サービスメニューを拡充し、受

当社は、当事業年度において、
1,146,280千円の大幅な営業損失を計
上いたしました。また営業キャッシ
ュ・フローも3期連続してマイナスが
継続しており、当該状況により継続企
業の前提に関する重要な疑義が生じ
ております。 
当社は当該状況を大幅に改善すべ

く、平成16年8月23日及び平成17年1月
21日にそれぞれ転換社債型新株予約
権付社債を発行し、総額2,000百万円
を調達いたしましたほか、平成17年7
月22日に第三者割当増資により900百
万円を調達し、当面の資金について目
処をつけるとともに以下の改善策を
実施してまいります。 
 

経営計画における施策 

(1) ＥＤＣサービスの拡販 

当社が提供するＥＤＣにつきまして

は、今後の医薬品の臨床試験に多大なメリ

ットを提供する高付加価値のサービスで

あると自認しております。導入いただきま

した試験が順次無事に進行し、高い評価を

頂くとともに多大なノウハウが蓄積され

ております。しかしながら当事業年度につ

きましては、当社の経営基盤が盤石でなか

ったとの評価により、受注に繋がらなかっ

た案件が少なからず発生いたしました。今

後は、営業体制を見直し、自社での直販は

もとより、関連するＣＲＯやＳＭＯの協力

を仰ぎ、着実に実績を積み上げて信頼回復

に努め、受注に繋げて売上高の拡大を図り

ます。 

(2) 経費削減 

システム費用に関する業務委託料につ

いて削減するために、委託先の再度の見

直しを行い、サービス提供のためのコア

システムの構築を完了いたしました。こ

れにより今後のＥＤＣサービス提供の低

コスト化の目途がついております。また、

不採算事業でありましたe-monitoringサ

ービス事業からの撤退は概ね進んでお

り、翌事業年度に完了の目途が立ってい

るほかコアシステム以外のシステムにつ

いての除却を実施したため、翌事業年度

以降の設備経費は大幅に削減される見通

しであります。このほか組織面では派遣

社員を全員有期契約のパートタイマーに

切替え人員のスリム化を進めたほか、代

表取締役の役員報酬の返上、他の取締

役・監査役の報酬減額を実施し、人件費

の削減に努めました。今後も引き続き、
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注額の拡大を目指します。特に当社グ

ループの事業とシナジー効果を生むよ

うなアライアンス・投資戦略を実行し、

新たな収益機会の獲得と効果的なリソ

ース配分を通じたグループ全体の事業

の再構築を行うことにより、当社グル

ープの収益力向上に全力をあげて取り

組んでまいります。 

中間財務諸表は、継続企業を前提と

して作成しており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ておりません。 

 

 

組織の効率化と固定費の削減を推進して

まいりますほか一般経費のコストダウン

を図ります。 

(3) 受注改善のための事業再編成 

ＥＤＣ以外の事業分野におきましても

製薬会社のニーズの把握に努めるととも

に、サービスメニューを拡充し、受注額

の拡大を目指します。特に、当社の事業

とシナジー効果を生むようなアライアン

ス・投資戦略を実行し、新たな収益機会

の獲得と効果的なリソース配分を通じた

全社の事業の再構築を行うことにより、

当社の収益力の向上に全力をあげて取り

組んでまいります。 

当事業年度におきましては、グローバ

ルな治験に対応するための各種レギュレ

ーションに関する情報収集を行ったほ

か、ＳＭＯ分野での収益機会を獲得する

ために株式会社コスメックスの全株式を

取得して子会社化し、医薬品だけでなく

化粧品や健康食品分野でのサービス提供

を開始いたしました。また、当社株式を

日本アジアホールディングズ゛株式会社

に引き受けていただき資本・業務上の協

力関係が構築できました。 

 
財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要
な疑義の影響を財務諸表には、反映
しておりません。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

当中間会計期間 

( 自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日 ) 

 

前事業年度 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日 ) 

 
１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原価法によ

っております。 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均

法により算定）によっており

ます。 

 

(1) 有価証券 

子会社株式 

 同  左 

 

 その他有価証券 

（時価のあるもの） 

  ― 

 

 

 

 

 

（時価のないもの） 

移動平均による原価法によっ

ております。 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

同  左 

 

その他有価証券 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 （2）デリバティブ 

     ― 

（2）デリバティブ 

― 

（2）デリバティブ 

時価法 

 

 

 (3) たな卸資産 

  仕掛品 

   個別法に基づく原価法によっ

ております。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

   工具器具備品 ４～10年 

(1) 有形固定資産 

 

― 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、貸倒れ懸念債権等特定の債

権について個別に回収可能性を勘

案し、回収見込額を計上していま

す。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

（2）事業整理損失引当金 

 e-monitoringサービス事業等か

らの事業撤退に係る取締役会決議

に伴い、当中間会計期間末において

今後発生が見込まれる損失につい

て、合理的に見込まれる金額を計上

しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

（2）事業整理損失引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しており

ます。 

(1) 消費税等の会計処理 

       同左 

(1) 消費税等の会計処理 

       同左 
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 (2) 当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分

による特別償却準備金の取崩

しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しており

ます。 

(2)       同左 ――――――――――― 

 

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

 中間貸借対照表) 

 「立替金」は、前中間会計期間末は、区分掲記しておりまし

たが、当中間会計期間末において、資産の総額の100分の５以

下となったため、流動資産「その他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間末の「立替金」の金額は、1,891千円

であります。 

  

 「未払金」は、前中間会計期間末は、流動負債「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において、負

債及び資本の合計額の100分の５を超えたため、区分掲記いた

しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は、15,266千円

であります。 

(中間貸借対照表) 

 「関係会社株式」前中間会計期間末は、投資その他の資産「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末にお

いて、資産総額の100分の５を超えたため、区分掲記いたしま

した。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は、30,000

千円であります。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成17年１月31日現在) 

当中間会計期間末 
(平成18年１月31日現在) 

前事業年度末 
(平成17年７月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,192千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

― 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

15,338千円 

※２ 担保提供資産 

（担保に供している資産） 

  敷金及び保証金    15,000千円 

  （上記に対応する債務） 

１年内返済予定長期借入金 2,608千円 

長期借入金       8,478千円 

 計         11,087千円 

 

※２ 担保提供資産 

 

 

 

――――――――― 

 

※２ 担保提供資産 

 

 

 

          ―――――――― 

 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

     同 左 

※３ 

 

          

 

(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

当中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

前事業年度 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日 ) 

 
※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,188千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

消耗品売却収入 1,466千円 

消費税還付金 232千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 14,026千円 

受取配当金 12,293千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 4,374千円

社債発行費 208,114千円

新株発行費 11,865千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 486千円

社債利息 1,029千円

保険解約損 886千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 4,515千円

社債利息 1,679千円

新株発行費 31,966千円

社債発行費 206,106千円

有価証券売却損 2,005千円

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ運用損 54,076千円
 

※３ 特別損失の主要項目 

ソフトウェア除却損 396,413千円

リース資産除却損 98,418千円
 

※３ 特別損失の主要項目 

事務所移転費 43,726千円

子会社株式評価損 5,363千円
 

※３ 特別損失の主要項目 

固定資産所却損 408,395千円

リース資産除却損 98,418千円

事業整理損失引当金
繰入額 

300,000千円
 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 15,920千円

無形固定資産 94,658千円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 －千円

無形固定資産 8,079千円
 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,357千円

無形固定資産 132,571千円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

借手側 

 ① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
工具器具 
備品 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

126,361 22,265 148,626

減価償却累 
計額相当額 

46,891 7,503 54,395

中間期末 
残高相当額 

79,469 14,761 94,230
 

１.リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

借手側 

 ① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
工具器具 
備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

取得価額 
相当額 

9,167千円 －千円 9,167千円

減価償却累 
計額相当額 

3,075千円 －千円 3,075千円

中間期末 
残高相当額 

6,091千円 －千円 6,091千円
 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 
 
 ① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

 

工具器具 
備品 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

130,516 22,265 152,781 

減価償却累計
額相当額 

61,348 9,730 71,078 

期末残高 
相当額 

69,167 12,534 81,702 

 
 

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 32,118千円 

１年超 64,877千円 

合計 96,995千円 

  

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 1,792千円

１年超 4,357千円

合計 6,149千円

  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 33,045千円

１年超 51,674千円

合計 84,720千円 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 40,057千円

減価償却費相当額 36,578千円

支払利息相当額 4,311千円

  

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 954千円

減価償却費相当額 916千円

支払利息相当額 52千円

  

③ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 58,416千円

減価償却費相当額 53,261千円

支払利息相当額 6,241千円 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法は、リース

料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息
法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引未経

過リース料期末残高相当額 

１年以内 11,837千円 

１年超 3,894千円 

合計 15,732千円  

２. オペレーティング・リース取引未経

過リース料期末残高相当額 

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円 

２ オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 8,567千円 

１年超 －千円 

合計 8,567千円 
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(１株当たり情報) 
 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

 

(重要な後発事象) 
 

前中間会計期間 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日 ) 

 

当中間会計期間 

( 自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日 ) 

 

前事業年度 

( 自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日 ) 

 
   

１．平成17年1月4日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による

新株式を発行しております。 

(1) 平成17年１月31日をもって普通株式１株につき100株に分割します。 

① 効力発生日 

  平成17年３月23日 

② 分割により増加する株式数 

  普通株式 3,914,361株 

③ 分割方法 

  平成17年1月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の

所有株式数を、１株につき100株の割合をもって分割します。 

(2) 配当起算日 

平成17年2月1日 

  当該株式分割が前期首に行われたを仮定した場合の前中間会計期間及び前事業

年度における１株当たり情報並びに当期首に行われたと仮定した場合の当中間会

計期間における１株当たり情報はそれぞれ以下のとおりとなります。 

前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度 

１株当たり純資産額 
  
259.20円 
  
１株当たり中間純損失 
  
128.09円 
  
なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額に
ついては、１株当たり中間
純損失のため記載してお
りません。 

１株当たり純資産額 
  
33.15円 
  
１株当たり中間純損失 
  
456.04円 
  
なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、１株当たり
中間純損失のため記載し
ておりません。 

１株当たり純資産額 
  
195.41円 
  
１株当たり当期純損失 
  
344.98円 
  
なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純
損失のため記載しておりま
せん。 

２．平成16年11月26日の取締役会決議に基づき当社と中国北京協和医薬科技開発総公

司は、共同して治験関連事業を展開することを目的として平成16年12月14日に合

弁会社を設立することで基本合意いたしました。 

会社の名称 北京協薬臨床薬理実験技術服務有限公司 

事業内容  中国協和医科大学及び関連病院における治験及び市販後調査受託体制

及び実施体制の構築支援 

      中国協和医科大学及び関連病院における治験実施業務支援及び市販後

調査の受託業務支援 

      中国協和医科大学及び関連病院における特殊分析業務受託支援 

資本金   700万人民元 

設立時期  平成17年４月 

取得金額  630万人民元 

取得後の持分比率  90％ 

３．平成17年３月８日開催の取締役会において、当社が株式会社コスメックスの発行

済議決権付普通株式の全部を譲受け、同社を子会社化する旨を記載した株式譲渡

合意書を全コスメックス株主との間で締結することを決議し、平成17年３月30

日に株式取得が完了しました。 

  株式会社コスメックスは皮膚科領域、呼吸器領域を中心に治験事業を展開してい

る中堅SMOであり、当社がSMO事業部門に進出することは、医療現場における治験

該当事項はありません。       同左 
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管理・実施に関する知識・技術の蓄積が促進されるとともに、当社事業の大きな

柱であるEDCシステム事業展開に極めて意義のあるものとなります。 

 株式取得の主な相手先 

        株式会社サンリツ 

商号    株式会社コスメックス 

資本金   18,000千円 

売上高   376,860千円(平成16年３月期実績) 

主な事業内容 

医薬品の治験業務受託 

化粧品・日用品等の安全性、有用性試験の受託 

被験者募集 

医療機関開設支援及びコンサルティング 

コンピュータソフトウェアの開発設計販売 

特定労働者派遣事業 

取得株式数 360株 

株式取得金額 

      277,200千円 

取得後の持分比率 

      100％ 

資金調達の方法 

      自己資金及び新株予約権付社債の発行 

 
 

 

２. そ の 他  

  該当事項はありません。 

 


